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県貿易情報センター負担金
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の産業 ○ 昭和43 43 1 ○ 10,500 10,500 ○ ○ ○ ○

北陸環日本海経済交流促進協議会負担金
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の産業 ○ 平成6 17 1 ○ 2,100 2,100 ○ ○ ○ △ 230

中国経済交流促進支援事業
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の産業 ○ 平成6 17 1 ○ 1,200 1,200 ○ ○ ○

海外渡航旅券発給事務費 ○ 昭和45 41 3 ○ 24,209 24,209 ○ ○ ○

海外技術研修員受入事業 ○ 昭和55 31 2 ○ 8,556 8,556 ○ ○ ○ ○

海外日系人協会負担金 ○ 昭和39 47 1 ○ 0 ○ ○ ○ △ 500

在伯福井県文化協会補助金 ○ 昭和48 38 1 ○ 407 407 ○ ○ ○

在亜福井県人会補助金 ○ 平成7 16 1 ○ 306 306 ○ ○ ○

福井日伊英米協会負担金 ○ 昭和57 28 1 ○ 20 20 ○ ○ ○

福井県日韓親善協会負担金 ○ 昭和62 23 1 ○ 15 15 ○ ○ ○

福井県日独友好親善協会負担金 ○ 平成11 12 1 ○ 10 10 ○ ○

各国大使等招へい事業 ○ 平成元 22 1 ○ 507 507 ○ ○

北方領土返還要求運動福井県民会議負担金 ○ 昭和57 29 1 ○ 100 100 ○ ○ ○

語学指導等外国青年招致事業 ○ 昭和62 24 4 ○ 18,349 1,043 17,306 ○ ○ ○ ○

浙江省相互交流事業 ○ 昭和62 24 1 ○ 334 334 ○ ○ ○ ○

浙江省技術研修員受入促進事業 ○ 平成3 20 2 ○ 7,722 7,722 ○ ○ ○ ○ △ 378

研修生中国派遣促進事業 ○ 平成7 16 1 ○ 560 560 ○ ○ ○ ○ △ 42

国際友好・協力促進事業 ○ 平成16 7 1 ○ 731 731 ○ ○

福井県国際協力大使設置事業 ○ 平成13 10 1 ○ 2,488 2,488 ○ ○ ○ ○

北東アジア地域交流促進事業 ○ 平成8 14 2 ○ 613 613 ○ ○ ○ △ 613

在住外国人共生推進事業
元気な県政
夢と誇りのふるさとづくり ○ 平成20 3 1 ○ 132 132 ○ ○ ○

地域国際化協会等先導的施策支援事業 ○ 平成21 2 1 ○ 2,700 2,700 ○ ○ ○ ○ △ 3,000

香港事務所運営事業
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の産業 ○ 平成3 20 2 ○ 23,700 3,184 20,516 ○ ○ ○ ○

上海事務所運営事業
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の産業 ○ 平成11 12 2 ○ 16,388 1,716 14,672 ○ ○ ○ ○

東アジア販路開拓促進事業
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の産業 ○ 平成19 4 3 ○ 11,805 11,805 ○ ○ ○ ○

海外調査活動推進事業 ○ 平成16 7 1 ○ 2,194 2,194 ○ ○ ○

海外向けインターネット営業事業
元気な産業
地域を支え世界に広がる福井の ○ 平成22 2 1 ○ 1,170 1,170 ○ △ 118

日本ＡＰＥＣエネルギー大臣会合開催推進関連事業 ○ 平成21 2 2 ○ 2,321 2,321 ○ ○ ○ △ 2,321

国際観光振興機構負担金
元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ 昭和53 33 1 ○ 700 700 ○ ○ ○ ○

中部広域観光推進協議会負担金
元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ 平成18 5 1 ○ 3,000 3,000 ○ ○ ○ ○

海外観光展参加事業
元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ 昭和60 26 1 ○ 2,900 2,900 ○ ○ ○ ○

関西国際空港内観光案内所整備運営事業

元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ ○ 平成5 18 1 ○ 2,588 2,588 ○ ○ ○ △ 83

北陸国際観光テーマ地区整備事業
元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ 平成11 12 1 ○ 2,663 2,663 ○ ○ ○ ○

海外観光客誘致促進事業
元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ ○ 平成16 7 1 ○ 23,548 23,548 ○ ○ ○ △ 7,493

中部国際空港における観光案内所整備事業

元気な産業
ブランド複合型の観光産業 ○ 平成18 5 1 ○ 838 838 ○ ○ ○ △ 125

地域国際化情報発信強化事業 ○ 平成15 8 1 ○ 4,254 4,254 ○ ○ ○ △ 759

17 5 16 49 35 1 179,628 0 32,852 146,776 13 7 5 9 2 4 2 4 10 9 5 7 3 2 0 0 0 24 0 8 0 3 0 1 0 △ 15,662

成果指標1結果分類

事            業           名
福井新元気宣言における

位置付け

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類

平成22年
度予算額

 財源内訳事業区分 事務区分

事業
開始
年度

経過
年数

成果指標2結果分類 事 業 評 価 専 門 部 会 意 見

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

平成２２年度事務事業評価結果(課・室)総括表

会計区分

課・室名

一般会計

（単位：千円）国際・マーケット戦略課
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ □ 43 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 43 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

11,100 11,100 10,500 10,500

10,600 10,500 10,500 10,500

10,600 10,500 10,500 10,400

31 32 33 32

518 530 535 528

3,430 3,117 2,919 2,271

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 40  〕　／　整備目標 19～22 年度　〔 50 〕　　　＝　　　〔 0.800000000 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

貿易の振興を図るため、日本貿易振興機構（ジェトロ）およびその他関係機関との連携のもと、各種貿易振興事業を実施するとともに情報の収集を図る。このため、ジェトロ福井貿易情報センターに対
し、負担金を支出する。

ジェトロ福井貿易情報センター運営費の助成
(1)人件費
(2)借館費

[予算額および指標の推移等]

10,500

10,200

22年度

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

結果分類

（単位：千円）

そ の 他

元気な産業

国　庫

県　単

その他地域を支え世界に広がる福井の産業

県貿易情報センター負担金

32

528

Ⅱ

Ⅱ

0.8%

事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 

Ⅳ（暦年)

[事業の評価]

国　　　　　庫

一　般　財　源

千　円

□

終期の見直し

見　直　し　額

そ の 他

完　　了□

□

□

□ 縮　　減

整理統合 廃　　止

□

拡　　充

継　　続 休　　止

□

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□
　貿易や海外取引、海外進出に関する相談等、企業の国際的事業活動の支援において同センターが
果たす役割は大きく、今後も継続して事業を実施する。

評価に基

づく今後

の 対 応

■

　貿易投資相談は、ジェトロが世界各地から収集した豊富な情報とノウハウを活用し実施している
が、県内企業からのニーズは強く、相談件数は500件を超えている。

［活動指標、成果指標に対する評価］

10,500

補 助 金

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・ﾏｰｹｯﾄ戦略部（庁）

決 算 額 の 推 移

事　業
開　始
年　度

△ 1.4%

△ 0.2%

△ 1.0%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

実行予算

その他特定財源

事      業      名 含まれる事業数

計 画 の 達 成 状 況

セミナー等開催数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

活動

県の支援により新たに東アジアに輸出を行う県内企業数

貿易投資相談件数

貿易総額（億）成果

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分

0.5%

△ 12.6%

事業効果

の推移

指標

10,500

平成22年度予算額

10,500

-1-
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ □ 6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 17 年 □

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

2,700 2,700 2,700 2,430

2,700 2,700 2,430 2,330

2,700 2,700 2,430 2,330

65 66 63 60

1,353 1,386 1,323 1,153

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.800000000 〕

区　　　　　　分

活動

評価に基

づく今後

の 対 応

■

北陸環日本海経済交流促進協議会負担金 含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 2,100

事業効果

の推移 東アジア諸国との貿易額（億円）成果

指標

△ 3.5%

△ 6.0%

△ 6.0%

平均伸び率

活動件数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

2,330

（暦年）　　

完　　了□

　本県企業にとって最も関心の高い中国に関する調査研究やレポート作成などを中心に、事業活
動は年々充実している。本県の東アジア諸国との貿易額が高水準で推移するなど、東アジア諸国
との貿易促進の一助となっている。

計 画 の 達 成 状 況

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

国際マーケット戦略

目標値、指標の積算根拠等

国　庫

県　単

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

その他

一般会計

指標

△ 5.0%

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

未発表

　東アジア諸国に関する調査・研究や情報の収集・提供など有用な事業を展開しており、今後も
継続して事業を実施する。

新たに東アジアに輸出を行う県内企業数

2,100

千　円

□ □

□□

□ 終期の見直し

廃　　止

拡　　充

継　　続

（単位：千円）

50

特　記　事　項

Ⅲ

Ⅳ

活動件数は調査報告書の作成、レポートの発行、講演会の開催等の回数

40

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合□

2,100

2,100

１　対岸諸国に関する情報の収集・提供事業
２　対岸諸国に関する調査・研究事業
３　対岸諸国との経済交流に関する普及・啓発事業

[予算額および指標の推移等]

２２年度

そ の 他

 〕　／　整備目標

見　直　し　額 △ 230

経過年数元気な産業

19～22 〕　　　＝　　　〔

60 △ 1.9%

地域を支え世界に広がる福井の産業

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　日本海沿岸府県が活発に環日本海経済交流を推進する中にあって、北陸地域の産・学・官連携のもとに、環日本海諸国との経済交流を促進し、環日本海経済交流の拠点地域を目指すことにより、北陸地域
の経済の国際化と活性化を図る。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

-2-
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ □ 6 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 17 年 □

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

1,200 1,200 1,200 1,200

1,200 1,200 1,200 1,200

1,200 1,200 1,200 1,200

14 16 16 13

1,325 1,222 897 868

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.800000000 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

1,200

区　　　　　　分

一　般　財　源 1,200

中国経済交流促進支援事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移 中国との貿易額（億）成果

指標

0.0%

0.0%

0.0%

平均伸び率

セミナー、相談会開催数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

（暦年)

完　　了□

50

特　記　事　項

・平成16年度事業名改称（～平成15年度　浙江省経済交流促進支援事業）

評価に基

づく今後

の 対 応

□

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

△ 12.5%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・ﾏｰｹｯﾄ戦略

継　　続

□

　中国ビジネスに関するセミナー、相談会を開催するなど、県内企業のニーズに応じたきめ細かな
事業を展開している。
　中国の現地政府との関係を築いており、現地進出企業の事業展開の一助となっている。

　経済成長著しい中国市場に関する情報提供、中国市場での販路開拓の取組みに対する支援等につ
いて、県内企業のニーズは高まっており、中国との経済交流促進に有用な事業である。今後も継続
して事業を実施する。

計 画 の 達 成 状 況 新たに東アジアに輸出を行う県内企業数

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

■ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

未発表

見　直　し　額

40

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

Ⅳ

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

・平成22年3月に福井市で全体会議を開催した。

国　庫

県　単

整理統合

1,200

1,200

1,200

本県経済界主導で行われる、本県と中国との経済交流に資する事業であり、県内企業の販路開拓等の促進に有効であると認められる事業で、以下に掲げるものについて助成する。
(1)情報収集・情報提供
(2)啓発事業

[予算額および指標の推移等]

２２年度

Ⅲ

経過年数元気な産業

19～22 〕　　　＝　　　〔

13 △ 1.1%

地域を支え世界に広がる福井の産業

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

中国との経済交流を一層促進し、グローバル化が進展する県内産業界の活性化を図ることを目的として、本県企業等の中国との経済交流促進事業を支援する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

-3-
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ・Ｔ

3 □ ■ 45 年度 □

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 41 年 ■

 １8年度  19年度  20年度  2１年度

21,712 25,451 25,883 29,631

22,034 22,196 24,989 27,559

21,461 21,915 22,905 26,976

23,883 22,655 19,273 19,307

73,563 71,785 63,333 57,563

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

所　　属 観光営業 部（庁） 国際・マーケット戦略

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 海外渡航旅券発給事務費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

・申請の受理
・旅券作成
　　（新規、訂正、査証欄増補、渡航先追加）
・審査
・交付
　　（本庁受付６日目、出先事務所受付９日目）

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新元気宣言における

 位 置 付 け 法定受託事務

[事業目的]

　日本政府が外国政府に対して、その所持人が日本国民であることを証明し、あわせて安全な旅行のために必要があれば保護・扶助してもらうことを要請する日本国旅券（パスポート）の適正な交付を行
う。

［事業内容］

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 26,370 5.6%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 24,209

旅券発行件数 △ 6.6%

区　　　　　　分 22年度 平均伸び率

2.9%

決 算 額 の 推 移 24,209 3.5%

Ⅳ

事業効果 指標

活動

計 画 の 達 成 状 況

の推移 成果 県内海外渡航者数

指標

△ 7.1% Ⅳ

 〕　／　整備目標

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成22年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 24,209

その他特定財源 24,209

[事業の評価]

財源内訳

国　　　　　庫

休　　止所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

県民が安全に渡航できるよう適正な日本国旅券の交付を行うとともに、効率的な発給に努めてい
く。

見　直　し　額

拡　　充
適正かつ効率的な発給に努めた。

■ 継　　続 □

そ の 他

□ 完　　了

□ 縮　　減 □ 終期の見直し

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ

2 □ ■ 55 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 31 年 □

 １8年度  19年度  20年度  21年度

12,337 10,635 9,643 8,556

12,337 8,687 7,672 8,556

11,182 8,136 7,080 8,408

4 4 3 3

208 212 215 218

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

区　　　　　　分

8,556

事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

区　　　　　　分

活動

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

累計受入者数

当 初 予 算 額 の 推 移

の推移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

ⅰ研修内容の修得、ⅱ福井県に対する理解について当事業が役立ったと回答した研修員の割合(ⅰとⅱの平均値/目標値8割)

　開発途上国として、福井県人も移住し繋がりの深いブラジル・アルゼンチンから研修員を受け入れ、民間企業で専門技術等の習得を支援する。
　＜主な研修科目＞　繊維、自動車技術、建築、美容、コンピューター、電気技術、眼鏡、農林技術等
　＜受入人員＞　　　３名（ブラジル２名、アルゼンチン１名）
　＜受入期間＞　　　８ヶ月
　＜推薦団体＞　　　在外県人会

8,556

Ⅱ

決 算 額 の 推 移

成果 技術習得度・本県への理解度

事業効果

△ 8.6%

指標

国　庫

県　単

その他

目標値、指標の積算根拠等

100.0% 0.0%

221 1.5%

海外技術研修員受入事業

（単位：千円）

指標

受入者数

結果分類

△ 6.3%

△ 4.9%

千　円

補 助 金

事      業      名

法定受託事務

事　業
開　始
年　度

　日本で習得した技術を活かし母国の発展に寄与するだけでなく，在外県人会の活動に積極的に参
加し、福井県との友好の懸け橋として活躍している。

評価に基

づく今後

の 対 応

[事業の評価]

所属の

方　針

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属 観光営業

特別会計

国際・マーケット戦略

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

　今後も継続して受入れ、両国の経済発展や友好交流等に貢献する人材育成を図っていく。

継　　続■

8,556

平成22年度予算額

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し

完　　了

□ 廃　　止

□ 拡　　充

整理統合

□

□

平均伸び率

休　　止

□

縮　　減 □

そ の 他

特　記　事　項

 〕　／　整備目標 〕　　　＝　　　〔

見　直　し　額

事務区分

□

Ⅳ

Ⅱ

＜１６年度＞　　・受入人数を８名から４名に見直し。（実績３名）
＜１９年度＞　　・研修期間を１０ヶ月から７ヶ月に見直し。
＜２０年度＞　　・留学生の受入中止（研修生のみとする）
＜２１年度＞　　・受入人数を４名から３名に見直し。
　　　　　　　　　　　受入期間を７か月から８か月に見直し。

3

含まれる事業数

22年度

8,556

8,556

事 業
区 分

[予算額および指標の推移等]

［事業内容］

[事業目的]

　開発途上国から研修員を受け入れ、その国の経済開発に必要な技術の習得を支援するととともに、県民との交流を通して国際的友好関係の増進に寄与する人材を育成する。

△ 7.4%

一般会計

部（庁）

実行予算

企業会計
会計区分

事業終了
予定年度

経過年数

そ の 他
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ

1 □ □ 39 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 47 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

500 500 500 500

500 0 500 500

500 0 500 500

35 38 32 34

90 82 130 169

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

継　　続

□

一　般　財　源

　負担金に見合う事業効果が少ないため、廃止とする。

見　直　し　額

　負担金に見合う事業効果が少ないため、廃止とする。

整理統合

□

□

事業効果 指標

国　　　　　庫

財源内訳 その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

 〕　／　整備目標

平成22年度予算額

0

区　　　　　　分 事業開始後の見直し状況

計 画 の 達 成 状 況

事      業      名

法定受託事務

国　庫含まれる事業数
事　業
開　始
年　度

海外日系人協会負担金

△ 500

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

-

指標

の推移 就労セミナー参加者（全国）成果

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

0

□ 完　　了□休　　止

千　円

縮　　減

〕　　　＝　　　〔

そ の 他

特　記　事　項

終期の見直し

■

拡　　充

26.5%

□

□廃　　止

△ 0.3%

□

評価に基

づく今後

の 対 応

Ⅰ

経過年数 事務区分
事業終了
予定年度

結果分類

県　単

その他

　　　（財）海外日系人協会は、全国知事会長を会長とし、全都道府県知事を役員として設立された団体で、海外日系人との連絡・相互協力を進めている。
　　＜協会の主な事業＞
　　　　・　海外日系人大会
　　　　・　広報事業
　　　　・　海外日系人社会と都道府県との仲介
　　　　・　資料、情報等の提供　など

　日本と海外諸国との経済・文化交流を促進し、各国間の親善および相互の繁栄に寄与する活動を行っている（財）海外日系人協会に対し助成することにより、県内における海外日系人との連絡や相互協
力を促進する。

（単位：千円）

Ⅲ

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

0.0%

［事業内容］

[事業目的]

[予算額および指標の推移等]

22年度

500当 初 予 算 額 の 推 移

0

事業件数

区　　　　　　分

0

-

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

活動

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ

1 □ □ 48 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 38 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

407 407 407 407

407 407 407 407

407 407 407 407

350 350 350 350

48 48 48 48

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

活動件数

407予　算　額　（単位：千円）

の推移

財源内訳

一　般　財　源

指標

事業効果

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

事      業      名

法定受託事務

国際・マーケット戦略部（庁）

その他特定財源

0.0%

平成22年度予算額 特　記　事　項事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

Ⅱ

指標

成果

□

活動 Ⅱ

48

0.0%350会員世帯数

□

千　円

休　　止

□□

完　　了□

廃　　止 そ の 他

■
評価に基

づく今後

の 対 応

拡　　充
　在伯福井県人の安定定着を図り、会員相互の連帯を促進する活動が行われている。

［活動指標、成果指標に対する評価］
終期の見直し縮　　減 □□

国　　　　　庫

407

見　直　し　額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
整理統合

継　　続

□

観光営業

区　　　　　　分

目標値、指標の積算根拠等

407

平均伸び率

　今後も引き続き助成することにより、移住者の援護を実施するとともに、県人会を中心とした技
術研修員や留学生ＯＢとのネットワークの構築を進め、経済交流のための連携強化に努めていく。

[事業の評価]

計 画 の 達 成 状 況

所属の

方　針

事業終了
予定年度

0.0%

[事業目的]

　　　移住者の援護と安定を図るとともに、福井県とブラジルとの貴重な外交資産となりうる人材の育成を図る。

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

実行予算

0.0%

407

407

特別会計
企業会計

会計区分
一般会計

事務区分
事　業
開　始
年　度

　　　ブラジルにおける母県との唯一の窓口である在伯福井県文化協会（ブラジル県人会）に対し助成を行う。
　　＜協会の活動内容＞
　　　　・　移住者の定着、安定のための事業
　　　　・　本県からの訪問者への情報提供
　　　　・　本県との情報交換　など

経過年数

在伯福井県文化協会補助金 含まれる事業数

そ の 他

国　庫

県　単

その他

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

補 助 金

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

［事業内容］

結果分類
0.0%当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

22年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ

1 □ □ 7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 16 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

306 306 306 306

306 306 306 306

306 306 306 306

115 115 115 115

18 15 15 15

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

当 初 予 算 額 の 推 移

　　　移住者の援護と安定を図るとともに、福井県とアルゼンチンとの貴重な外交資産となりうる人材の育成を図る。

部（庁）

実行予算

[予算額および指標の推移等]

22年度区　　　　　　分

［事業内容］

[事業目的]

特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

一般会計

補 助 金

そ の 他

経過年数

在亜福井県人会補助金

306

306

結果分類
0.0%

0.0%

306

0.0%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

115 0.0%

特　記　事　項

Ⅱ

の推移 成果

指標

活動件数

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□
　在亜福井県人の安定定着を図り、会員相互の連帯を促進する活動が行われている。

□

　今後も引き続き助成することにより、移住者の援護を実施するとともに、県人会を中心とした技
術研修員や留学生ＯＢとのネットワークの構築を進め、経済交流のための連携強化に努めていく。

区　　　　　　分

□ 終期の見直し

Ⅲ

千　円

拡　　充

整理統合

見　直　し　額

□

縮　　減

□ □

15

継　　続
評価に基

づく今後

の 対 応

■

 〕　／　整備目標

そ の 他

△ 4.2%

□廃　　止

□

休　　止 完　　了

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

（単位：千円）

事務区分
事業終了
予定年度

国　庫

県　単

その他

　　　アルゼンチンにおける母県との唯一の窓口である在亜福井県人会に対して助成を行う。
　　＜県人会の活動内容＞
　　　　・　移住者の定着、安定のための事業
　　　　・　本県からの訪問者への情報提供
　　　　・　本県との情報交換　など

事      業      名

法定受託事務

含まれる事業数

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

事業効果

活動

指標

会員数

306

[事業の評価]

その他特定財源

国　　　　　庫

一　般　財　源 306

財源内訳
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ □ 57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 28 年 □

 １８年度  １９年度 ２０年度 ２１年度

20 20 20 20

20 20 20 20

20 20 20 20

6 6 6 6

116 76 121 85

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

区　　　　　　分

国　　　　　庫

20

その他特定財源

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

指標

含まれる事業数

財源内訳

会員数成果の推移

事業効果

事業数活動

指標

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他その他

［事業内容］

[事業目的]

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

一般会計
特別会計

評価に基

づく今後

の 対 応
廃　　止

■

□

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

20

Ⅱ

Ⅲ

0.0%

□

□

特　記　事　項

・福井日伊英米協会のような民間団体を側面支援することにより、県民の国際化の推
進を図ることができる。

 〕　／　整備目標

□拡　　充 終期の見直し

見　直　し　額

完　　了□ □

□

千　円

継　　続

そ の 他

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

　米国、イタリア、英国との交流、親善活動が行われている。

　米国、イタリア、英国とのさらなる交流の促進に向け、継続していく。

経過年数

国　庫

県　単

〕　　　＝　　　〔

平成１８年度に、福井日米協会（会費20千円）と福井日伊協会（会費10千円）が福
井日伊英米協会（会費20千円）に統合された。

　福井日伊英米協会負担金

　　　福井日伊英米協会の活動（事務局：福井商工会議所内）
　　　　・エコノミストや文化人等を招いた講演会･セミナーの開催
　　　　・国際的な人材育成に向けた講演会、セミナー、検定試験の開催
　　　　・民間団体等が行う各種行事への共催

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

結果分類
0.0%

0.0%

0.0%

目標値、指標の積算根拠等

　　　経済、文化等多方面における交流、理解を促進する事業を通し、福井県の米国、イタリア、英国との交流、国際化に寄与している福井日伊英米協会に対し、国際化支援のため、負担金を支出する。

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

企業会計
会計区分

6

83

平均伸び率

△ 1.8%

２２年度

20

20

20
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ □ 62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 23 年 □

 １８年度  １９年度 ２０年度 ２１年度

15 15 15 15

15 15 15 15

15 15 15 15

6 6 6 5

46 44 49 38

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

0.0%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

15

0.0%

5

15

36

［事業内容］

指標

　　　福井県日韓親善協会の活動（事務局：福井商工会議所内）
　　　　・来福する韓国の機関・団体および友好団体等の交流、親善活動
　　　　・北陸韓国経済交流会議との連携協力
　　　　・政治、経済、文化、時事問題等をテーマとして会員懇談会の開催
　　　　・在日韓国民団との連携強化

[予算額および指標の推移等]

２２年度

15

0.0%

Ⅲ

結果分類

国　庫

県　単

その他

含まれる事業数

[事業目的]

　　　経済相手国として重要視されるようになってきている現在においても、いまだ在日韓国、朝鮮人問題、北朝鮮問題等理解不足から来る軋轢を解消するため、福井における日韓交流を支援する福井県
　　日韓親善協会に負担金を支出する。

〕　　　＝　　　〔 〕　／　整備目標

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

拡　　充

継　　続

そ の 他

■

・朝鮮半島に対しては、現在、経済のみならず核問題、拉致問題等理解を深めなけれ
ばならない重要な時期に来ている。加えて在日韓国・朝鮮人の問題もいまだ現存す
る中で、民間団体として韓国の、そして朝鮮半島への理解を深める、また交流していく
福井県日韓親善協会を支援することが重要である。

□

□

□

完　　了□

千　円

　韓国との交流、親善活動が行われている。

特　記　事　項

終期の見直し

見　直　し　額

□

□

□

　韓国とのさらなる交流の促進に向け、継続していく。

評価に基

づく今後

の 対 応
廃　　止

[事業の評価]

Ⅳ

△ 4.2%

△ 5.2%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業

　福井県日韓親善協会負担金事      業      名

法定受託事務

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

国際・マーケット戦略

事　業
開　始
年　度

活動

財源内訳

予　算　額　（単位：千円）

（単位：千円）

計 画 の 達 成 状 況

指標

の推移 会員数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

成果

事業効果

事業数

区　　　　　　分

国　　　　　庫

一　般　財　源 15

平成２２年度予算額

15

その他特定財源
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ □ 11 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 12 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

10 10 10 10

10 10 10 10

10 10 10 10

173 94 94 96

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

10

10

　福井県日独友好親善協会負担金 含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

[事業目的]

　　　福井県日独友好親善協会は、福井県とドイツ国民との相互理解と友好親善を深めることを目指して、平成１１年２月１３日に設立された。
　　　県内におけるドイツとの民間レベルの交流を支援するため、負担金を支出する。

　　　福井県日独友好親善協会の事業内容
　　　・福井県民とドイツ国民との交流事業
　　　・ドイツ国民との交流促進のための研修会、講演会等の開催
　　　・ドイツに関する情報の収集および提供
　　　・その他日独間の交流促進に寄与する事業

[予算額および指標の推移等]

２２年度

実行予算

そ の 他

［事業内容］

目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

10

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

その他

整理統合

〕　　　＝　　　〔

69 Ⅳ

終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□

 〕　／　整備目標

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

・本県とドイツ・ハールブルク郡、ヴィンゼン市は平成１１年１０月に友好協定を締結し
ており、両地域の友好関係の推進のため、福井県日独友好親善協会のような民間団
体を側面支援することにより、県民の国際化の推進を図ることができる。

□

□

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

□

そ の 他廃　　止

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

事      業      名

部（庁）

0.0%

0.0%

活動

平均伸び率区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.0%

△ 17.9%

□拡　　充

継　　続

結果分類

成果指標設定困難（特記事項参照）

■ □

会員数

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

　本県と友好関係にあるドイツ・ハールブルク郡、ヴィンゼン市との友好関係の促進に寄与する活
動が行われている。

　昨年友好提携１０周年を迎えたドイツ・ハールブルク郡、ヴィンゼン市との友好関係がさらに深
まるよう引き続き同協会の活動を支援していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 10

□

休　　止

平成２２年度予算額

10

区　　　　　　分

事業効果

の推移 成果
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ ■ 元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 22 年 □

１８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

507 507 507 507

507 507 507 507

351 228 280 430

2 5 １ 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　世界に開かれた地域社会づくりの一環として、各国を代表する高官等を積極的に招へいし、本県の特性や良さを理解してもらい、併せて県民の国際理解の促進を図る。

（１）各国大使招へい
　　　　県と関わりが深い国、あるいは深めることが望ましい国の大使等を招へいし、本県の特性や良さを理解してもらうとともに、県民の国際理解の促進も図る。
（２）外国人来訪者の接遇
　　　　県への来訪者について適切な対応を図るとともに、本県の良さを理解してもらうよう働きかける。

[予算額および指標の推移等]

507

507

507

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

縮　　減 終期の見直し

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

結果分類

千　円見　直　し　額

9

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□

Ⅰ240.0%

□

□

指標

■

　産業・自然・食材等など本県の魅力をPRし、友好・経済・文化交流等につなげるよう努力すると
ともに、大使による講演等を通じて、県民が他国の歴史・文化等に触れる機会を提供する。

国　　　　　庫

□
評価に基

づく今後

の 対 応

　ＡＰＥＣ関連事業により昨年度は招へい数が大幅に増加した。国際化の進展および今年度のＡＰ
ＥＣエネルギー大臣会合の開催を機に、来県する大使館関係者等は今後とも増加することが見込ま
れる。

計 画 の 達 成 状 況

成果 成果指標設定困難（特記事項参照）の推移

完　　了

□

休　　止

 〕　／　整備目標

□

□

整理統合 □ そ の 他廃　　止

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福 井 新 元 気 宣 言 の

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

事　業
開　始
年　度

　各国大使等招へい事業

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

0.0%

２２年度

0.0%

特　記　事　項

・本県が持つ豊かな産業・自然・食材等を通じて福井県をＰＲするとともに、その感動
を世界にＰＲしてもらえるよう今後も機会を捉え適切に対応していく。

拡　　充

招へい実績

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 14.8%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

活動

その他特定財源

一　般　財　源 507

事業効果

継　　続

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

507

区　　　　　　分
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ・Ｔ

1 □ □ 57 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 29 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

100 100 100 100

100 100 100 100

100 100 100 100

15 15 15 16

800 820 780 790

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

790

特別会計
企業会計

会計区分

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

観光営業

事      業      名 北方領土返還要求運動福井県民会議負担金 含まれる事業数

国際・マーケット戦略

県　単

構成団体数

100

[予算額および指標の推移等]

目標値、指標の積算根拠等

100

0.0%

平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

16 Ⅱ

Ⅱ

指標事業効果

の推移

[事業目的]

　北方領土返還要求運動を行っている福井県民会議に対し助成することにより、官民一体となって北方領土の早期返還を目指す。

北方領土返還要求運動福井県民会議の活動内容（事務局：福井県国際・マーケット戦略課内）
　・北方領土を考える東海・北陸中学生のつどいの開催
　・東海・北陸ブロック北方領土関係者会議、県民会議総会、教育者会議の開催
　・啓発普及活動
　・北方領土返還要求全国大会への参加
　・北方四島交流訪問事業への参加
　・北方領土を考える県民のつどいの開催（北方領土の日）

［事業内容］

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 縮　　減

0.0%

区　　　　　　分 22年度

活動

当 初 予 算 額 の 推 移 100

□拡　　充 □ 終期の見直し
［活動指標、成果指標に対する評価］

 〕　／　整備目標

3.3%

■ 休　　止

□ 廃　　止

□継　　続

その他

□

□

千　円

指標

評価に基

づく今後

の 対 応
そ の 他

　２２年度の県民のつどいには約１１０名が参加し、中学生の事業参加報告などを行い、県民の北
方領土に関する知識・関心を深めた。

□

完　　了

結果分類

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

一般会計

法定受託事務

国　庫

見　直　し　額

事　業
開　始
年　度

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

0.0%

　北方領土が返還されるまで、（独）北方領土対策協会や他都道府県と協力しながら、継続して返
還要求運動を行っていく。

一　般　財　源 100

特　記　事　項

整理統合

財源内訳

所属の

方　針

国　　　　　庫

その他特定財源

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

100

事業参加者数

[事業の評価]

成果

計 画 の 達 成 状 況

事業開始後の見直し状況区　　　　　　分

0.0%
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

4 □ ■ 62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

26,128 20,324 19,803 19,851

21,189 18,732 18,743 18,326

20,644 18,258 18,506 17,900

3 2 2 2

136 151 112 84

158 150 217 206

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

県　単

その他

18,349

Ⅳ

区　　　　　　分

経過年数

　　　近年の地球規模での国際化の潮流に伴い、従来の外交や貿易を中心とする政府レベルで推進されてきた国際化に加え、地域における国際化に対する対する取組みが盛んに行われるようになってきた
　　という大きな流れを受けて、外務省、文部科学省、総務省、（財）自治体国際化協会の協力のもとに、「語学指導等を行う外国青年招致事業」を実施。
　　　地方自治体における国際交流事業に携わることにより、地域の住民と様々な形で交流を深めている。

[予算額および指標の推移等]

２２年度

19,396

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　　　・青年交流による地域レベルでの国際交流の発展を図ることを通じて、日本と諸外国との相互理解を増進し、もって、福井県の国際化の促進に資すること。
　　　・在住外国人の増加に伴い生じている軋轢を解消し、グローバル社会に対応できる土壌を造成する。

事      業      名

□

語学指導等外国青年招致事業 含まれる事業数

Ⅳ

△ 8.33%

〕　　　＝　　　〔

Ⅱ

・各部門においてグローバル化が進み、相互理解の必要性がますます高まっている。
また、地域においても在住外国人が増加する中、日本をよく理解するＣＩＲは日本人と
在住外国人との橋渡し役を担うことができる。

縮　　減

休　　止

千　円

□

□

完　　了

□

継　　続

□

整理統合

終期の見直し

そ の 他

□

 〕　／　整備目標

廃　　止

■

特　記　事　項

拡　　充

見　直　し　額

□ □

18,349

事業終了
予定年度

事　業
開　始
年　度

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

国際・マーケット戦略

法定受託事務

事務区分

国　庫

指標

18,349

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

指標

[事業の評価]

事業効果

の推移

　県産品の海外販路開拓や国際観光誘客等の国際関係業務の増加に伴い、県庁各課からの国際交流
員への業務依頼が増えている。また、小学校の国際理解教育や団体での講演に派遣することで、県
内での地域国際化の需要の高まりに応えている。

ＣＩＲ（国際交流員）活動派遣依頼成果

区　　　　　　分

翻訳依頼

計 画 の 達 成 状 況

評価に基

づく今後

の 対 応

3.05%

活動 2

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

60

160

ＣＩＲ（国際交流員）の業務の質の向上を図るとともに、県民益を明確にした国際化
を目指し、相談業務時間を増やす等ＣＩＲの業務改善に努めている。

ＣＩＲ（国際交流員）招致人数

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

△ 17.09%

△ 6.71%

△ 3.41%

△ 2.74%

　県の各種国際化事業に積極的に活用するほか、国際理解教育等への派遣や、国際交流協会と連携
した在住外国人施策への支援など、国際交流員を積極的に活用することで多文化共生社会の実現の
ための一助とする。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

1,043

17,306

財源内訳

［活動指標、成果指標に対する評価］

所属の

方　針
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ ■ S62 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 24 年 □

 1８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

1,886 1,158 1,825 1,158

1,886 1,158 667 1,158

1,104 219 0 222

12 6 0 4

1 1 0 1

495 501 501 505

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

累積派遣受入人数

事      業      名

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

事業効果

の推移 成果

交流分野数指標

活動

［事業内容］

[事業目的]

334

浙江省との友好提携締結を契機として培われた様々な分野での友好交流の成果を踏まえ、今後、特に経済分野での交流を活発化させるために、定期協議団の受入と実務研修団の受入・派遣を行う。

1 定期協議団の派遣・受入
　浙江省外事弁公室との協議を通じて、両県省の交流の可能性を探る。(派遣については、必要に応じて海外調査活動推進事業で対応。)

[予算額および指標の推移等]

△ 19.6%

□

平成２２年度予算額 事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標

予　算　額　（単位：千円）

[事業の評価]

財源内訳

指標

所属の

方　針 　特に経済分野での交流を一層活発化させるため、引き続き交流を促進していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 334

・H16年度からは、受入や派遣に伴う労力と時間を節減するため、1団当たりの人
数を増やすと同時に、派遣・受入の回数を2回から1回に削減。また、受入業務の
一部を民間に委託した。
・H18年度以降は定期協議団、実務研修団派遣は必要に応じ、海外調査活動推
進事業で対応する。
・H22年度から実務研修団受入経費は予算計上なし。

継　　続

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

整理統合

平均伸び率

・定期協議団の派遣・受入を通じて、浙江省と本県の交流をより一層促進するための可能性を
　探っている。

派遣・受入者数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

■

△ 22.2%

２２年度

334

1

513 0.9%

8

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

334

△ 25.0%

目標値、指標の積算根拠等

観光営業 国際･ﾏｰｹｯﾄ戦略

国　庫

県　単

（単位：千円）

結果分類

△ 12.5%

△ 32.4%

評価に基

づく今後

の 対 応

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

□

廃　　止

完　　了□

平　成　２　２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

浙江省相互交流事業 含まれる事業数

千　円

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

見　直　し　額

拡　　充

□

□

縮　　減□

〕　　　＝　　　〔

334

□ そ の 他

休　　止

□ 終期の見直し

特　記　事　項

Ⅳ

Ⅱ

Ⅳ

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

その他

事　業
開　始
年　度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

2 □ ■ 3 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 1８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

12,748 9,996 8,308 8,293

12,748 9,996 8,308 8,293

12,172 9,372 7,952 7,751

5 5 4 4

143 148 152 156

100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

7,722

区　　　　　　分

一　般　財　源 7,722

浙江省技術研修員受入促進事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移

累積派遣受入人数

技術習得度・本県への理解度成果

指標

△ 11.4%

△ 11.4%

△ 10.3%

平均伸び率

受入者数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

ⅰ研修内容の修得、ⅱ福井県に対する理解について当事業が役立ったと回答した研修員の割合(ⅰとⅱの平均値/目標値8割)

完　　了□

特　記　事　項

＜15年度＞　　・15年度を最後に国庫補助廃止。
＜16年度＞　　・受入人数を9名から5名に見直し。
＜20年度＞　　・受入人数を5名から４名に見直し。

評価に基

づく今後

の 対 応

■

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

0.0%

平　成　２　２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･ﾏｰｹｯﾄ戦略

継　　続

□

・本事業により研修員の技術習得度、本県への理解度が深まっており、また人的ネットワークも広
がっている。

・当事業は、本県が行う代表的な国際協力・交流事業であるのみならず、本県とつながりの深い浙
江省との友好交流といった観点からも重要な役割を果たしている。
・受入分野の選定に当たっては、本県産業界にとってのメリットという視点を継続的に重視する。

計 画 の 達 成 状 況

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

□ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

100.0%

2.7%

見　直　し　額 △ 378

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

Ⅱ

Ⅱ

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

・H15度から、技術研修員へのアンケート結果に基づいた成果指標を導入。

国　庫

県　単

整理統合

7,722

7,722

7,722

中国浙江省より４名の技術研修員を民間企業で７ヶ月間受け入れる。

<平成２２年度の研修分野/受入期間>
ホテルサービス、放送等　/平成２２年９月１日～平成２３年３月３１日

２２年度

Ⅳ

経過年数

〕　　　＝　　　〔

3

159

△ 11.3%

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

本県と友好提携を締結している中国浙江省との経済・技術交流の一環として、浙江省から技術研修員を受入れ、各種の分野における技術を修得してもらうことにより浙江省の産業経済の発展に寄与する。
また、本県の産業経済のみならず、文化、芸術、伝統、風俗習慣にじかに触れることにより、本県への理解を深めてもらうとともに、県民との幅広い交流を通じて両県省の相互理解を促進する。帰国後も
研修員から定期的に活動状況を報告してもらい、その情報を当該事業の改善をはじめ、本県と浙江省との経済・技術交流を促進するための参考にする他、勤務先や職種等の情報をデータベース化して人的
ネットワークを構築する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 16 年 □

 1８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

560 560 560 560

560 560 560 560

560 560 560 464

7 3 4 8

39 42 46 50

100% 100% 100% 100%

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

本県と友好提携している中国浙江省との相互交流促進の趣旨に基づき、中国の優れた面を学ぶために本県から研修生を派遣し、県民の資質向上および両県省間の県民レベルでの友好交流を促進する。

・県民を４名、６ヶ月間浙江省へ派遣する。
・研修内容は中国語、中国医学、その他(民間企業での研修)

[予算額および指標の推移等]

２２年度

560

560

560

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

4

Ⅱ

6.5% Ⅰ

△ 42 千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

事業開始後の見直し状況

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

縮　　減

評価に基

づく今後

の 対 応

特　記　事　項

・H16年度から、研修生へのアンケート結果に基づいた成果指標を導入。

54

完　　了

ⅰ研修内容の修得、ⅱ浙江省に対する理解について当事業が役立ったと回答した研修員の割合(ⅰとⅱの平均値/目標値8割)

□□

□

Ⅰ

□

平　成　２　２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

研修生中国派遣促進事業 含まれる事業数

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

0.0%

0.0%

拡　　充

継　　続

平均伸び率

・H11年度から、派遣人数を3名から4名に増員。研修内容については、浙江省と
協議の上、応募者の希望に柔軟に対応できるようにした。
・H15年度は、SARSのため派遣中止。
・H16年度からは、浙江省の民間企業等での研修を新たにメニューに加え、経済
交流の担い手育成に対応した内容とした。

事　業
開　始
年　度

8.5%

0.0%100%

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 0.9%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

■

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

活動

の推移 累積派遣者数成果

応募者数

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

・本事業により研修生の語学力や中国に対する理解の促進度等が高まっており、また人的ネット
ワークも広がっている。

560

事業効果

指標 研修内容の修得度・中国に対する理解の促進度

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況

その他特定財源

一　般　財　源

560

国　　　　　庫

・当事業を経済交流の促進につなげるために、中国の民間企業での研修を積極的に推進していく。
・大学生や新規学卒者を対象とした周知・広報活動を強化する。

財源内訳

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ ■ 16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

1,796 1,952 2,698 1,926

1,796 341 778 923

1,738 314 778 923

17 23 12 19

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

731

0

国際友好・協力促進事業 含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

[事業目的]

　　　これまで県が中心となって構築してきた各友好提携都市等との友好関係を草の根に広げていくために、民間が行う県友好提携都市等との交流・協力活動を支援し、県民主体となった交流・協力関係
を促進
　　する。

　　　今後の交流・協力関係を継承・発展させていく可能性が高い民間団体が行う、県友好提携都市等との交流・協力事業に対する助成
　　　　対象となる事業内容
　　　　　(１)ドイツ・ヴィンゼン市からの友好親善訪問団の受入れ
　　　　 （２）福井県国際交流協会長等による中国浙江省への訪問
　　　　実施主体：（財）福井県国際交流協会

[予算額および指標の推移等]

２２年度

実行予算

そ の 他

［事業内容］

目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

1,667

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

国　庫

県　単

その他

整理統合

〕　　　＝　　　〔

0 Ⅳ

終期の見直し

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

□

 〕　／　整備目標

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

民間主体の国際交流・協力活動を支援することで、県民主体の交流・協力関係を促
進する。

□

□

完　　了

計 画 の 達 成 状 況

指標

□

そ の 他廃　　止

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

事      業      名

部（庁）

1.2%

11.2%

活動

平均伸び率区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 △ 3.9%

△ 13.5%

□拡　　充

継　　続

結果分類

成果指標設定困難（特記事項参照）

■ □

事業参加人数

指標

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

　２１年度は福井県国際交流協会長を団長とする友好親善訪問団が、本県との友好提携１０周年を
迎えたドイツ・ヴィンゼン市を訪問し、両県市の民間団体相互間の国際交流・協力活動が図られ
た。
　今年度予定されていたヴィンゼン市からの訪問団は参加者が少なかったため実施されなかった

　引き続き民間主体の国際交流・協力活動を支援し、推進していく。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 731

平成１８年度から国際友好関係担い手育成事業から国際友好・協力促進事業に
事業名称を変更した。

□

休　　止

平成２２年度予算額

731

区　　　　　　分

事業効果

の推移 成果
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 旅券 Ｇ

1 □ ■ 13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 10 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

2,780 2,795 2,570 2,584

2,780 2,795 2,570 2,584

2,780 2,150 2,010 2,388

8 7 12 9

2 1 1 1

124 130 95 105

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

大使への物資提供回数（回）

の推移

指標

委嘱大使数（名）

[事業の評価]

その他特定財源

一　般　財　源

計 画 の 達 成 状 況

財源内訳

事業開始後の見直し状況

2,488

区　　　　　　分

 〕　／　整備目標

所属の

方　針

Ⅱ

・平成１６年度から、国際交流協会に委託。予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,488

事業効果

国　　　　　庫

成果 大使との連絡回数（回）

△ 2.5%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

22年度

2,488

2,488

指標

活動

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

4.3%10

2

△ 2.5%

[予算額および指標の推移等]

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

［事業内容］

[事業目的]

区　　　　　　分

その他

国　庫事      業      名

そ の 他

決 算 額 の 推 移

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

□

　国際協力大使と十分連携をとりながら、関係団体や県民の協力を得て大使の行う協力活動を支援
することにより、引き続き県民の国際協力への参加意識を高め、協力体制の構築に努めていく。

完　　了

特　記　事　項

・協力大使と各種情報の交換を行い、県のホームページ等でその状況を公表すること
により、県民の国際協力への参加意識を高め、協力体制の構築に努める。
≪22年度成果≫
・物資提供者数　個人58　団体7　・物資数　鍵盤ハーモニカ 111台、ソプラノリコー
ダー60本、縄跳び136本、縄跳びの本　4冊
・大使からのレポート掲載回数14回

 国際協力大使委嘱数は青年海外協力隊等派遣者数により毎年変動するが、協力物資の提供につい
ては毎年継続的な要請があり、県民からの積極的な協力が得られている。
県民参加の協力体制を構築する上で、「顔の見える」国際協力事業である協力大使の活動を通し
て、県民の参加意識を高め支援活動を行うことは、極めて効果的である。

□

継　　続

（単位：千円）

県　単

2,488

　　県民の国際協力に対する理解を促進し、世界が求める国際協力の推進に貢献するため、「福井県国際協力大使」を設置する。

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 縮　　減

□

□拡　　充 □

■ 休　　止

千　円

そ の 他

終期の見直し

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

3.4%

見　直　し　額

□整理統合

△ 3.9%

［活動指標、成果指標に対する評価］

〕　　　＝　　　〔

廃　　止 □

Ⅲ

12.5%

福井県国際協力大使設置事業

国際・マーケット戦略部（庁）

実行予算含まれる事業数
事 業
区 分

観光営業

補 助 金

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事　業
開　始
年　度

Ⅰ

法定受託事務

・海外でボランティア活動をする県出身の青年海外協力隊員等を協力大使に委嘱する。
・協力大使は、県と連携して次のような任務を行う。
　①協力・交流活動を行う上で有効適切と判断される情報・物資の提供
　②県の生活・文化等の紹介
　③派遣国の生活・文化や協力活動状況等の報告
・県は、関係団体や県民の協力を得て、協力大使の活動を支援する。

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

2 □ ■ 8 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 15 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

1,038 1,175 1,130 613

249 249 164 99

0 0 27 0

24 26 47 47

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

含まれる事業数

［事業内容］

国　庫

その他

北東アジア地域交流促進事業

部（庁）

２２年度

613

613

[事業目的]

  北東アジアの全体的な発展を図ることを目的に設立された北東アジア地域自治体連合に参加し、地域自治体間の交流協力ネットワークの形成を通して、産業経済、貿易、観光、教育、文化など幅広い分
野での交流を進め、本県地域社会の活性化を促進する。

「北東アジア地域自治体連合」への参加
 ・北東アジア自治体会議（総会）および実務委員会の定例的な開催
 ・地域間での経済、技術および開発に関する情報の収集および提供
 ・交流・協力に関する事業の支援および推進

[予算額および指標の推移等]

△ 20.5%

50.0%

47

47

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

区　　　　　　分

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

Ⅰ

（単位：千円）

目標値、指標の積算根拠等

加入自治体（69団体）の７割

平均伸び率

Ⅱ

22.3%

結果分類

［活動指標、成果指標に対する評価］
□ 縮　　減拡　　充

 〕　／　整備目標

□

千　円見　直　し　額 △ 613

□ 終期の見直し

休　　止

整理統合 ■

継　　続□

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

完　　了□

そ の 他廃　　止

□

□

事業開始後の見直し状況

□

0 0.0%

・H20年度総会は県幹部の日程調整がつかず、本県は欠席したが、連合全体では5カ国47自治体が参
加し、北東アジア地域の交流促進のため、幅広い意見交換がなされた。

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

613

所属の

方　針

区　　　　　　分

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

事　業
開　始
年　度

県　単

実行予算

補 助 金

そ の 他

交流協力・国際化

△ 25.0%

参加自治体数

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

計 画 の 達 成 状 況

指標

財源内訳

活動

事業効果

の推移 多国間交流事業の創設数成果

指標

[事業の評価]

・会議への参加は減少傾向にあるため、経常的な予算計上を廃止する。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 613

評価に基

づく今後

の 対 応
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ ■ 20 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 3 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

552 151

552 151

251 0

50 46

29

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

132

区　　　　　　分

　今年度の養成講座には通訳ボランティア３４名が参加し、災害時における外国人支援について学
ぶとともに、通訳ボランティアの役割や行政と民間が連携しての支援体制づくり等について、活発
に話し合った。また、災害時の外国人支援を想定した防災訓練には、通訳ボランティア１５名、外
国人３１名が参加した。

　多言語による情報提供や災害時の外国人支援、医療通訳など、生活者としての外国人への対応が
急務となっており、今後も市町、外国人支援団体、ボランティア等と連携し、すべての県民が安心
して暮らせる社会づくりを目指す。

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 132

評価に基

づく今後

の 対 応

財源内訳

事業効果

の推移 研修会参加者数成果

指標

千　円

□

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

△ 42.6%

△ 42.6%

△ 50.0%

活動

完　　了

（単位：千円）

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□拡　　充

災害ボランティア（通訳）登録者数

計 画 の 達 成 状 況

そ の 他

交流協力・国際化

44.8%

事　業
開　始
年　度

事      業      名

部（庁）

実行予算

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

補 助 金元気な県政

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

指標

□

そ の 他廃　　止

□

□

特　記　事　項

縮　　減

休　　止

見　直　し　額

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□

■

□ 整理統合

〕　　　＝　　　〔

□ 終期の見直し

継　　続

Ⅰ

Ⅳ

42

34 △ 17.0%

経過年数

夢と誇りのふるさとづくり

国　庫

県　単

その他

在住外国人共生推進事業

２２年度

132

132

132

[事業目的]

市町や在住外国人支援団体を対象にテーマを決めて研修会を行い、在住外国人も安心して住める多文化共生社会づくりを推進する。

（１）災害発生時に、避難所等において、通訳・翻訳をはじめとする外国人の支援を行う「災害時通訳ボランティア」の養成講座を行う。
（２）災害時通訳ボランティア養成講座受講者および在住外国人に参加してもらい、模擬防災訓練を実施する。

[予算額および指標の推移等]

結果分類

平均伸び率

含まれる事業数

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略
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■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) Ｇ・Ｔ

1 □ □ 21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 １８年度  １９年度  ２０年度  ２１年度

3,000

2,490

2,490

14,183 14,104 13,634 12,716

11,272 11,291 10,928 10,157

52

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

Ⅱ

2,700

2,700
目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率区　　　　　　分

区　　　　　　分

指標

の推移

外国人登録者数（特別永住者以外）

放送回数

計 画 の 達 成 状 況

成果

指標

[事業目的]

　地域国際化協会等が行う地域の国際化を推進する事業に対して助成する。

財団法人福井県国際交流協会が実施する地域の国際化を推進する事業に対して助成
○今年度の事業　　多言語ラジオ番組「CHOTTO, KIITE, FUKUI」放送事業
　FMラジオで多言語の情報を配信、災害時の重要な情報入手手段であるラジオ放送について在住外国人の認識を深める。
　　放送内容：生活情報、地域情報、防災情報
　　発信言語：週替わりで、中国語およびやさしい日本語、ポルトガル語およびやさしい日本語
　放送内容をネット配信、CD化して関係機関や在住外国人に配布

結果分類

Ⅲ

Ⅲ

活動

事業効果

8.43%

△ 2.9%

観光営業

地域国際化協会等先導的施策支援事業 含まれる事業数

12,359外国人登録者数

そ の 他

［事業内容］

事      業      名

△ 3.4%

国　庫 実行予算

0.0%

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

国　　　　　庫

法定受託事務

事務区分
事　業
開　始
年　度

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

2,700

3,000

〕　　　＝　　　〔

経過年数

52

所属の

方　針
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

２０年度までは（財）自治体国際化協会から（財）福井県国際交流協会に直接助成

□

一　般　財　源

2,700財源内訳

　地震等の災害に遭遇した場合の対処や、新型インフルエンザ・外国語相談窓口の情報など、在住
外国人の生活に役立つ情報を提供するとともに、災害時の情報源として重要なラジオに対する外国
人の意識を高めた。

見　直　し　額

国際・マーケット戦略

0.00%

8.43%

終期の見直し□

10,007

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

□

整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

その他特定財源

拡　　充
［活動指標、成果指標に対する評価］

　自治体国際化協会からの補助金が廃止されたことに伴い、廃止。

[事業の評価]

継　　続□ 完　　了

そ の 他廃　　止

□

□

部（庁）

千　円

（単位：千円）

特　記　事　項

■

[予算額および指標の推移等]

２２年度

その他

□ 休　　止

縮　　減

△ 3,000

□

補 助 金

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

事業終了
予定年度

交流協力・国際化

県　単
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ

2 □ □ 3 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 20 年 □

 １8年度  １9年度  20年度 21年度

27,229 28,429 26,616 29,489

24,367 29,820 28,293 26,087

24,367 29,698 28,172 26,087

282 349 720 804

10 14 16

3,436 4,538 6,436 7,826

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.8 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

23,700

区　　　　　　分

一　般　財　源

3,184

20,516

香港事務所運営事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数(上海事務所含む)成果

指標

4.3%

△ 1.7%

△ 1.6%

平均伸び率

活動件数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数(上海事務所を含む)：15社

完　　了

　

□

50

特　記　事　項

評価に基

づく今後

の 対 応

□

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

42.9%

31.8%

平　成　２２年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

継　　続

□

　販路開拓の前線基地として積極的に取り組んだ結果、新規輸出企業数および外国人旅行者数は順
調に増加している。

　広州を含め一大経済圏を形成している香港で、今後とも、中国本土に関する情報収集・提供を行
うとともに、各種展示会への出展支援、福井県産食料品の売込み等による販路開拓を促進してい
く。H19年9月から配置したビジネスコーディネーターを今後も積極活用し、企業等からの法律や商
慣習に関する相談への対応強化を図っていく。

外国人旅行者数（上海事務所含む）

計 画 の 達 成 状 況 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数（年間）

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

■ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

活動件数は情報収集・提供回数（レポート数等）、県民の海外事務所活用・連絡数等

18

見　直　し　額

40

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

Ⅰ

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

国　庫

県　単

整理統合

28,852

23,700

23,700

１　香港、中国広東省、東南アジアにおける経済政策・投資環境等に関する調査、情報の収集・提供
２　帰国報告会の開催、ホームページ、Ｅメール、レポート等による情報提供
３　香港県人会の事務局

[予算額および指標の推移等]

22年度

Ⅰ

経過年数元気な産業

19～22 〕　　　＝　　　〔

804

Ⅰ

38.3%

地域を支え世界に広がる福井の産業

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　中国南西地域および東南アジアにおける本県産業の活動拠点として、福井県香港事務所を設置し、本県のＰＲと県内企業の販路拡大に寄与する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ

2 □ □ 11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 12 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

18,877 22,547 23,659 19,646

17,518 19,676 22,065 16,804

17,517 19,342 22,065 16,804

693 629 1159 1228

10 14 16

3,436 4,538 6,436 7,826

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.8 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　本県経済と結びつきが強い東アジアの中でも本県の最大の貿易相手国である中国において、金融・経済の中心地である上海に福井県上海事務所を設置し、福井県のＰＲおよび県内企業の直接投資、販路
拡大等を支援する。

１　中国における税・法制度、経済政策・投資環境等に関する調査、情報の収集・提供
２　帰国報告会の開催、ホームページ、Ｅメール、レポート等による情報提供
３　県人ビジネス交流会の事務局

[予算額および指標の推移等]

22年度

17,191

16,388

16,388

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

地域を支え世界に広がる福井の産業

国　庫

県　単

その他

19～22 〕　　　＝　　　〔

1,228

Ⅰ

21.7% Ⅰ

40

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

事業開始後の見直し状況

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

縮　　減

評価に基

づく今後

の 対 応

50

特　記　事　項

18

完　　了

　

□■

□

Ⅰ

□

平　成　22　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

上海事務所運営事業 含まれる事業数

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

△ 5.0%

△ 6.3%

拡　　充

継　　続

平均伸び率

事　業
開　始
年　度

42.9%

31.8%

東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数(香港事務所を含む)：15社

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 △ 6.3%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

活動件数は情報収集・提供回数（レポート数等）、県民の海外事務所活用・連絡数等

□

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

活動

の推移 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数(香港事務所を含む)成果

活動件数

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　販路開拓の前線基地として積極的に取り組んだ結果、新規輸出企業数および外国人旅行者数は順
調に増加している。

1,716

14,672

事業効果

指標 外国人旅行者数(香港事務所を含む)

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数（年間）

その他特定財源

一　般　財　源

16,388

国　　　　　庫

　中国ビジネスの急拡大が続いており、上海での情報収集・提供、企業支援に重点を置き、機能を
強化していく。１６年度にはビジネスコーディネーター、１９年９月には無料法律相談制度を新設
しており、今後とも企業等からの法律や商慣習に関する相談への対応強化を図っていく。

財源内訳

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

-24-



別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ

3 □ □ 19 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 4 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

4,713 8,788 11,858 11,931

2,843 10,876 10,688 10,724

2,843 9,653 10,688 10,724

53 88 81

91 118 86 124

10 14 16

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 21 年度整備水準〔　　 年度　〔 0.8 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　上海事務所にビジネスコーディネーターと経済顧問、香港事務所にビジネスコーディネーターを配置し、企業等からの法律や商慣習に関する相談への対応を強化するとともに、上海事務所で無料法律相
談を行う。

１　ビジネスコーディネーターと経済顧問の配置
・契約、法手続等の支援　・取引先紹介等商談の支援　・中国進出サポート・市場調査・本県でのビジネスセミナー等の開催

２　上海事務所で無料法律相談を実施

[予算額および指標の推移等]

22年度

11,842

11,805

11,805

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数元気な産業

地域を支え世界に広がる福井の産業

国　庫

県　単

その他

19～22 〕　　　＝　　　〔

62.1%

15.6%

Ⅰ

Ⅰ

40

千　円

□

□

休　　止

整理統合

見　直　し　額

□

事業開始後の見直し状況

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

縮　　減

評価に基

づく今後

の 対 応

50

特　記　事　項

18

完　　了□■

□

Ⅰ

□

平　成　２２年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

東アジア販路開拓促進事業 含まれる事業数

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

30.5%

72.9%

拡　　充

継　　続

平均伸び率

＜20年度＞　　・「東アジア海外事務所機能強化事業」を整理統合

事　業
開　始
年　度

42.9% 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数：15社

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移 65.3%

 〕　／　整備目標

目標値、指標の積算根拠等

□

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

活動

の推移

県内企業からの相談件数（上海）

東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数成果

県内企業からの相談件数（香港）

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　現地優良バイヤーを積極的に県内企業に紹介し、マッチングすることにより、東アジアへの新規
輸出企業を増やすことができた。

11,805

事業効果

指標

区　　　　　　分

計 画 の 達 成 状 況 東ｱｼﾞｱへの新規輸出企業数（年間）

その他特定財源

一　般　財　源

11,805

国　　　　　庫

　香港・上海事務所が一体となって中国本土に関する情報収集・提供を行うとともに、販路開拓を
促進していく。

財源内訳

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

1 □ ■ 16 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

5,000 5,000 5,000 5,000

5,000 5,000 5,000 3,000

3,244 3,473 2,320 2,346

5 8 5 9

4 8 5 7

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

指標

[事業目的]

　経済のグローバル化、ボーダレス化が進む中で、行政施策立案に際しても国内の調査だけでなく海外の情勢調査が重要な要素となってきている。また、海外事務所機能の再構築に伴い、直接、県庁が海
外調査を実施する機会も生じてくる。これらの必要性に対処して海外調査活動を推進・強化することにより、県の政策立案機能を高め、総合的な国際施策の推進を図る。

　１ 調査対象　　ＩＴ推進、販路開拓、企業誘致、観光客誘致、まちづくりなど県庁各部が有する政策課題について企画立案のための海外調査
　２ 調査形態　　出張調査
　３ 事業規模　　５テーマ

[予算額および指標の推移等]

4,000

2,194

2,075

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度

経過年数

縮　　減 終期の見直し

国　庫

県　単

その他

〕　　　＝　　　〔

結果分類

千　円見　直　し　額

5

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□

Ⅰ

Ⅱ

25.6%

政策立案への活用件数

□

□

指標

■

　今後も調査結果ができるだけ多くの政策立案に活用されるよう努めていく。

国　　　　　庫

□
評価に基

づく今後

の 対 応

　海外観光客の誘致など重要な政策の立案および実施に活用されている。

計 画 の 達 成 状 況

成果 目標値：３件以上の推移

完　　了

□

休　　止

 〕　／　整備目標

□

5.6%

□

整理統合 □ そ の 他廃　　止

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

事　業
開　始
年　度

海外調査活動推進事業

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

（単位：千円）

△ 5.0%

22年度

△ 24.0%

特　記　事　項

1

拡　　充

調査テーマ数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

目標値：５件

△ 8.9%

目標値、指標の積算根拠等

平均伸び率

活動

その他特定財源

一　般　財　源 2,194

平成１８年度に国際化施策調査推進事業と整理統合

事業効果

継　　続

含まれる事業数

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,194

区　　　　　　分
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ

1 □ □ 22 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 1 年 □

 １8年度  １9年度  20年度  21年度

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 　 〕

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

1,170

区　　　　　　分

一　般　財　源 1,170

海外向けインターネット営業事業 含まれる事業数

財源内訳

活動

事業効果

の推移

　

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて中国に輸出する企業数成果

指標

平均伸び率

研修会開催回数

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄを通じて中国に輸出する企業数　２０社

完　　了□

　

特　記　事　項

　

評価に基

づく今後

の 対 応

■

その他

一般会計

事　業
開　始
年　度

結果分類

部（庁）

実行予算

補 助 金

そ の 他

目標値、指標の積算根拠等

（単位：千円）

平　成　２２年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際･マーケット戦略

継　　続

□

海外向けネット通販は緒についたばかりであり、初年度は様子見の企業が多かった。
２年目以降は募集時の説明をよりきめ細かに行うことで、参加企業増につなげていく。

初年度の実績等を踏まえ、実施時期や広報ＰＲ策の見直し等を図り、より効果につながるよう改善
していく。

計 画 の 達 成 状 況 　

指標

国　　　　　庫

その他特定財源

□ □所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

千　円

□

拡　　充

目標：（海外ネット通販全般説明会1回、販売促進のための実践研修会1回）

10

見　直　し　額 △ 118

　

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

□

□ 終期の見直し

そ の 他

 〕　／　整備目標

廃　　止

国　庫

県　単

整理統合

1,170

1,170

1,170

１　海外向けインターネット営業研修会の開催
　　・参加者　中国市場に向けたネット通販に意欲のある県内企業
　　・講　師　楽天の専門チーム
　　・内　容　海外向けネット通販の仕組み、輸出ノウハウ、売れる商品などのアドバイス
２　海外向けインターネット営業サイトの開設
　　・楽天と連携してインターネット上で中国向けの県産品の販売サイトを開設（簡体字、繁体字）

[予算額および指標の推移等]

22年度

経過年数元気な産業

　 〕　　　＝　　　〔

2

地域を支え世界に広がる福井の産業

特別会計
企業会計

会計区分

［事業内容］

[事業目的]

　中国への販路開拓に意欲のある県内企業を支援するため、インターネットによる県産品の営業活動を実施する。

事      業      名

法定受託事務

事務区分
事業終了
予定年度
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別紙２

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ

2 ■ ■ 21 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ 22 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 2 年 □

 １８年度  １９年度 ２０年度 ２１年度

0

3,450

2,000

5

1,940

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一般会計
特別会計
企業会計

会計区分

国際・マーケット戦略

事　業
開　始
年　度

２２年度

目標値、指標の積算根拠等

事務区分

2,321

1,921

経過年数

部（庁）

実行予算

[事業目的]

　ＡＰＥＣエネルギー大臣会合の本県開催の機会を活用して、外国要人等に本県をＰＲするとともに、県民の国際理解の促進と国際会議開催に対する機運造成を図る。

（１）ＡＰＥＣ参加国大使によるリレー講演会
　　ＡＰＥＣ参加国の駐日大使による講演会を開催するとともに、エクスカーションを通して各国大使に本県の魅力をＰＲする。
（２）福井県紹介パンフレットの作成
　　会合の際などに配布する福井県紹介パンフレット（英語版）を作成する。

[予算額および指標の推移等]

［事業内容］

（単位：千円）

事      業      名
事業終了
予定年度

国　庫

県　単

含まれる事業数

そ の 他その他

860

Ⅳ

Ⅳ

2 △ 60.0%

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

休　　止

整理統合

　大使の講演により、高校生のＡＰＥＣ参加国および国際情勢に対する知識と関心の向上を図るこ
とができた。また、大使に本県の観光や食などの魅力をＰＲすることができた。

　事業完了

終期の見直し

廃　　止

□

完　　了■

□□ □

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 2,321

継　　続

拡　　充

□

財源内訳

一　般　財　源 2,321

△ 55.6%

 〕　／　整備目標

□

そ の 他

千　円

□

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業

日本ＡＰＥＣエネルギー大臣会合開催推進関連事業

補 助 金

法定受託事務

結果分類

△ 3.9%

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

区　　　　　　分

2,321

-

△ 49.1%

平均伸び率

講演開催数（大使招へい数）活動

指標

高校生聴講人数成果

計 画 の 達 成 状 況

指標

事業効果

の推移

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成２２年度予算額

2,321

区　　　　　　分

国　　　　　庫

その他特定財源
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ □ S53 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 33 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

710 710 700 700

710 710 700 700

710 710 700 700

233 245 286 314

47 47 47 46

733 835 835 679

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率２２年度

[予算額および指標の推移等]

結果分類目標値、指標の積算根拠等

700

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

事務区分
事業終了
予定年度

県　単
事　業
開　始
年　度

実行予算

部（庁）

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□□

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□拡　　充

Ⅲ

Ⅲ861

△ 1.1%

△ 0.4%

46

所属の

方　針

700

 〕　／　整備目標

千　円

継　　続 完　　了

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

法定受託事務

一般会計

Ⅰ314 10.4% 年度末（3月31日）現在の会員数

△ 0.4%

△ 0.4%

△ 0.4%

700

700

　国としてもビジット・ジャパン・キャンペーンを展開し、外客誘致に取り組んでおり、今後
も、国際観光振興機構が実施する事業を十分活用し、また連携を取りながら、外客誘致に向けた
事業を進めていく必要がある。

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

事業効果

の推移

　中国の対日団体観光客の一部ビザ解禁や国の新ウエルカムプラン（訪日外国人観光客倍層計
画）など、今後、外国からの観光客の増加が見込まれる中、海外観光情報の収集・発信に有益で
あり、継続していく。また、負担金額については、実情に合わせて見直していく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

成果

指標

訪日外国人観光客数（万人）

整理統合

■

活動

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分

会員数

国際観光振興機構負担金 含まれる事業数

都道府県参加数

決 算 額 の 推 移

　訪日旅行促進事業
　　訪日旅行商品の開発・造成・販売支援、国際コンベンション誘致支援等
　受入対策事業
　　受入環境改善事業、情報提供事業等
　調査研究事業
　　旅行市場調査、各種統計資料等の刊行、講習会・研修会の開催

［事業内容］

　海外における観光宣伝および外客誘致促進、日本人海外観光旅客に対する情報の提供等、国際観光の振興を図る。

事      業      名

元気な産業

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

700

0

0

－29－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ □ 18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 5 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

3,000 3,000 3,000 3,000

3,000 3,000 3,000 3,000

3,000 3,000 3,000 3,000

3 3 3 4

147 － 50 －

4,871 5,210 11,708 8,920

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

成果

指標

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

3,000

0

3,000

所属の

方　針

活動

事業効果

の推移

　広域観光の推進は、今後の観光振興に重要であり、国内外からの誘客を図るため、中部の官民
が連携して、誘客事業を実施することは、県単独で行うより効率性、有効性が高いため、継続し
ていく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

0

□

□拡　　充
　観光客の行動範囲の拡大に対応するため、中部の官民が協働し、広域観光を推進することによ
り、国内外から中部への誘客を図ることができることから、本県にとって有益である。 評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

休　　止

整理統合 □

継　　続

□ 終期の見直し

□■

Ⅳ

Ⅰ

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

一般会計

［事業内容］

事      業      名

元気な産業

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

含まれる事業数中部広域観光推進協議会負担金

指標

法定受託事務

参加観光展数

観光モデルコースの作成

誘客数（人）

Ⅰ

事業終了
予定年度

実行予算

計 画 の 達 成 状 況

部（庁）

決 算 額 の 推 移

0.0%

0.0%

0.0%

3,000

区　　　　　　分

千　円

完　　了

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

16.7%4

 〕　／　整備目標

△ 100.0%

36.0%

Ｈ２１：旅フェア、ＫＯＴＦＡ，ＢＩＴＥ，ＩＴＦ

〕　　　＝　　　〔

そ の 他□ 廃　　止

□

特別会計
企業会計

（単位：千円）

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

　東海、北陸、信州の各地域が広域的に連携し観光振興を図るため、中部広域観光推進協議会に参画し、観光客誘致拡大に取り組む。

　①観光シンポジウムの開催等
　②海外観光展への出展、海外旅行エージェント等招聘
　③パンフレット、観光ポスター作成事業
　④モデルコース作成事業
　⑤その他

会計区分

国　庫

事務区分県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

3,000

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

3,000２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

２２年度

－30－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ □ S60 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 26 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

3,380 3,380 3,210 3,210

3,380 3,380 3,210 3,210

3,380 3,380 3,210 3,210

45 25 43

4 4 4 4

4,871 5,210 11,708 8,920

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率２２年度

[予算額および指標の推移等]

結果分類目標値、指標の積算根拠等

2,900

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

事務区分
事業終了
予定年度

県　単
事　業
開　始
年　度

実行予算

部（庁）

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□□

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□拡　　充

Ⅱ

Ⅰ

0.0%

36.0%

4

所属の

方　針

2,900

H１９．7月の関西広域連携協議会の他団体との統合に伴い、H２０から各府県の
負担金額を５％削減。

４か国（地域）

 〕　／　整備目標

千　円

継　　続 完　　了

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

法定受託事務

一般会計

Ⅰ43 7.7%

△ 3.7%

△ 3.7%

△ 3.7%

2,900

2,900

　国が実施するビジット・ジャパン・キャンペーンとも連携しながら、東アジアにターゲットを
絞って取り組んでおり、観光客は増加している。今後も観光展出展や、ファムトリップなど、費
用対効果を見極めながら、効果的に取組みを強化していく必要がある。

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

事業効果

の推移

　海外から日本を訪れる観光客数は増加している。
　海外からの誘客を図るためには、本県独自で行うより、複数の府県が連携して行う方が効果的
であり、継続していく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

成果

指標

誘客数（人）

整理統合

■

活動

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分

招聘旅行社・メディア数（人）

海外観光展参加事業 含まれる事業数

対象国・地域数

決 算 額 の 推 移

　関西２府８県が加盟する関西広域機構の国際観光振興事業に参画する。
　　・海外ミッション事業
　　・現地メディア活用事業
　　・国際観光見本市参加事業
　　・旅行エージェント招聘事業（ファムトリップ）

［事業内容］

　外国人観光客の誘致を図るため、海外観光展等外国人誘客事業に参画し、観光ふくいの紹介・宣伝を行う。

事      業      名

元気な産業

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,900

0

0

－31－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 5 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 18 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

4,677 4,553 3,766 3,137

4,677 4,553 3,766 2,776

4,677 4,553 3,766 2,747

4 4 4 3

67,967 69,202 58,295 69,380

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

成果

指標

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,588

0

2,588

所属の

方　針

活動

事業効果

の推移

　外国人観光客の窓口の一つとして、関西国際空港での観光PRは重要であり、ビジット・ジャパ
ン・キャンペーン等により、今後、外国人観光客の増加が見込まれることから、経費の縮減を図
りつつ、継続していく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

0

□

■拡　　充
　観光案内所の充実強化などにより、案内所の利用者数は安定的に推移している。

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 83

休　　止

整理統合 □

継　　続

□ 終期の見直し

□□

Ⅱ

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

一般会計

［事業内容］

事      業      名

元気な産業

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

含まれる事業数関西国際空港内観光案内所整備運営事業

指標

法定受託事務

スタッフ数（人）

利用者数（人）

Ⅳ

事業終了
予定年度

実行予算

計 画 の 達 成 状 況

部（庁）

決 算 額 の 推 移

△ 17.0%

△ 19.4%

△ 19.6%

2,588

区　　　　　　分

千　円

完　　了

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

△ 6.3%3

77,000

 〕　／　整備目標

4.0%

〕　　　＝　　　〔

そ の 他□ 廃　　止

□

特別会計
企業会計

（単位：千円）

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

　本県に近い海外からの空の玄関である関西国際空港の利用者に本県の観光情報を提供し、外国人観光客の誘致促進を図る。

　関西２府７県６市で組織する関西国際空港内観光案内所整備運営協議会に参画し、関西国際空港内において観光案内所を設置し、本県の観光案内を行う。

会計区分

国　庫

事務区分県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

2,588

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

2,588２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

２２年度

－32－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 11 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 12 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

2,543 2,663 2,663 2,663

2,543 2,663 2,663 2,663

2,543 2,663 2,663 2,663

18 18 18 18

19,000 25,500 16,000 6,000

516 578 840 709

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率２２年度

[予算額および指標の推移等]

結果分類目標値、指標の積算根拠等

2,663

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

事務区分
事業終了
予定年度

県　単
事　業
開　始
年　度

実行予算

部（庁）

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

平成16年度　福井駅の建て替えににより「ⅰ」案内所の運用一時休止
　　　　　　　　　（新福井駅開業後、運用再開）
平成17年度　市町村合併の進展により会員数・負担金減少

□□

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

□拡　　充

Ⅳ

Ⅰ

△ 32.0%

13.9%

6,000

所属の

方　針

2,663

「ⅴ」案内所を利用した外国人の数（暦年）

 〕　／　整備目標

千　円

継　　続 完　　了

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

法定受託事務

一般会計

Ⅱ18 0.0%

1.2%

1.2%

1.2%

2,663

2,663

　マップの作成など外客誘致に向けた取組みを実施し、海外の旅行会社、マスコミなどに観光情
報発信を行っている。 評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

事業効果

の推移

　国土交通省からテーマ地区の指定を受け、北陸三県および市町が一体となって外国人の受入体
制の整備を進めるもので、ビジット・ジャパン・キャンペーン等により、今後、外国人観光客の
訪日増加が見込まれることから継続して実施していく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

成果

指標

相談件数

整理統合

■

活動

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分

会員数

北陸国際観光テーマ地区整備事業 含まれる事業数

マップ作成数（部）

決 算 額 の 推 移

　・北陸国際観光テーマ地区推進協議会負担金
　　　外国語マップの作成、ウエルカムカードの導入の検討
　・北陸国際観光テーマ地区福井県地区推進協議会負担金
　　　外国語マップの作成、海外からの誘客に係る観光事業者研修会の開催

［事業内容］

　国土交通省の指定による北陸国際観光テーマ地区を広く国内外にＰＲし、外国人観光客の誘致拡大を図るとともに、外国人観光客の受入体制の整備を推進する。

事      業      名

元気な産業

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

2,663

0

0

－33－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 16 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ ■ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

15,488 15,488 15,488 28,058

13,796 14,030 18,928 25,398

13,796 13,355 18,038 21,029

181 220 417 330

4,871 5,210 11,708 8,920

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

成果

指標

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

23,548

0

23,548

平成18年度　助成単価を5,000円から3,000円に引き下げ
平成20年度　助成単価を3,000円から1,500円に引き下げ
平成22年度　助成単価を1,500円から、基本1,000円、上限2,000円に見直し。

所属の

方　針

活動

事業効果

の推移

　今後、東アジアからの訪日観光客の大幅な増加が見込まれることから、誘致対象地域の拡大や
誘致活動、受入態勢の強化を図っていく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

0

□

■拡　　充
　日本に送客できる現地の旅行会社え助成することにより、本県に宿泊する訪日旅行商品を企画
し、誘客を図ることができる。 評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 7,493

休　　止

整理統合 □

継　　続

□ 終期の見直し

□□

Ⅰ

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

一般会計

［事業内容］

事      業      名

元気な産業

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

含まれる事業数海外観光客誘致促進事業

指標

法定受託事務

旅行商品数（本）

誘客数（人）

Ⅰ

事業終了
予定年度

実行予算

計 画 の 達 成 状 況

部（庁）

決 算 額 の 推 移

33.3%

23.8%

19.7%

23,548

区　　　　　　分

千　円

完　　了

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

30.1%

 〕　／　整備目標

36.0%

〕　　　＝　　　〔

そ の 他□ 廃　　止

□

特別会計
企業会計

（単位：千円）

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

　海外からの観光客誘致を一層促進するため、本県への旅行商品造成に対する助成のほか、現地旅行社との商談会、海外メディアへの働きかけや誘致活動、受入れ体制の整備を強化する。

　（１）旅行商品造成への助成　　・対象地域　アジアのＶＪＣ対象国（中国、香港、台湾、韓国、タイおよびシンガポール）
　　　　　　　　　　　　　　　　・助成制度　要件　ア　県内宿泊施設に1泊以上宿泊すること。　イ　県内観光地を２か所以上訪問すること。　その他条件に応じて助成金額を加算。
　（２）観光商談会等の開催
　（３）海外旅行会社の訪問
　（４）外客誘致の専門家による指導助言
　（５）フォーリンプレスセンターへの加盟
　（６）新　海外観光客の利便性向上：紹介マップの作成、ボランティア通訳の派遣等

会計区分

国　庫

事務区分県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

23,548

[予算額および指標の推移等]

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

23,548２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

２２年度

－34－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 国際マーケット戦略 Ｇ・Ｔ
1 □ □ 18 年度 ■

■ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

□ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 5 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

1,885 1,868 1,685 1,685

1,871 1,685 1,685 1,685

1,871 1,685 1,685 1,685

1 1 1 1

34,108 30,400 27,474 55,959

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

（単位：千円）

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

平均伸び率２２年度

結果分類目標値、指標の積算根拠等

838

ブランド複合型の観光産業

[事業目的]

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

事務区分
事業終了
予定年度

県　単
事　業
開　始
年　度

実行予算

部（庁）

□

□ 終期の見直し

そ の 他廃　　止

□□

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

特　記　事　項

〕　　　＝　　　〔

■拡　　充

Ⅰ27.7%

所属の

方　針

838

平成21年度までは常勤スタッフが駐在、平成22年度からはセントレアへ委託し、
兼務で対応。

 〕　／　整備目標

千　円

継　　続 完　　了

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

法定受託事務

一般会計

Ⅰ2 25.0%

△ 15.2%

△ 15.1%

△ 15.1%

838

838

　「中部国際空港」において、空港利用者に本県の観光情報を提供することができている。

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 125

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
□

事業効果

の推移

　外国人観光客の窓口の一つとして、中部国際空港での観光ＰＲが重要であり、ビジット・ジャ
パン・キャンペーン等により、今後、外国人観光客の増加が見込まれることから継続して実施し
ていく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

成果

指標

利用者数（人）

整理統合

□

活動

□

計 画 の 達 成 状 況

指標

区　　　　　　分

スタッフ数（人）

中部国際空港における観光案内所整備事業 含まれる事業数

決 算 額 の 推 移

　　①中部国際空港内アクセスプラザにおける観光案内事業
　　②広報事業
　　　　・案内所掲出用パネル作成

［事業内容］

　「中部国際空港」において観光情報等を提供することにより、本県への観光客を誘致するため、中部国際空港観光案内実施協議会に参画する。

事      業      名

元気な産業

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

838

0

0

－35－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 交流協力・国際化 Ｇ・Ｔ
1 □ ■ 15 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

1８年度  1９年度  ２０年度  ２１年度

4,256 4,256 4,256 4,254

4,256 4,256 4,256 4,254

4,256 4,256 4,254 3,490

34 58 42 68

6 5 8 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

成果

指標

財源内訳

[事業の評価]

予　算　額　（単位：千円）

平成22年度予算額

4,254

0

4,254

所属の

方　針

活動

事業効果

の推移

　在住外国人の生活向上のため継続していく。

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

0

□

■拡　　充
　ホームページの内容を更新し、多言語への翻訳を随時行うことで在住外国人への情報提供を
行っている。国際交流協会職員の研修を実施し、国際化情報発信体制を確保している。 評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額 △ 759

休　　止

整理統合 □

継　　続

□ 終期の見直し

成果指標設定困難（特記事項参照）

□□

Ⅳ

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

平　成　２２　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

観光営業 国際・マーケット戦略

一般会計

［事業内容］

事      業      名

[事業目的]

含まれる事業数地域国際化情報発信強化事業

指標

法定受託事務

HP更新頁数

研修回数

Ⅰ

事業終了
予定年度

実行予算

計 画 の 達 成 状 況

部（庁）

決 算 額 の 推 移

△ 0.0%

△ 0.0%

△ 4.5%

4,254

区　　　　　　分

千　円

完　　了

特　記　事　項

在住外国人の生活向上のため多言語による情報提供を実施していく。

事業開始後の見直し状況

□ 縮　　減

36.9%60

3

 〕　／　整備目標

△ 20.4%

〕　　　＝　　　〔

そ の 他□ 廃　　止

□

特別会計
企業会計

（単位：千円）

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類

　在住外国人等の翻訳能力を持った人材を活用し、多言語対応ホームページにより情報を発信することで、県内在住外国人の生活向上を図るとともに、（財）福井県国際交流協会が地域に国際化情報を発
信できる体制を整備する。

　（１）多言語ホームページ内容の更新および翻訳（英語、中国語、ポルトガル語）
　（２）（財）福井県国際交流協会職員の研修
 委託先：（財）福井県国際交流協会

会計区分

国　庫

事務区分県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

その他

補 助 金

そ の 他

4,254

区　　　　　　分

当 初 予 算 額 の 推 移

4,254２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

２２年度

－35－


